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1. 耐火設計の源流 

 建築物の火災安全設計の中で、耐火設計が担当する範囲は何処までと意識されているのであろう。火災

による建築物の崩壊防止は主目的として当然含まれるが、その他にも建物内あるいは都市内の延焼防止、

更には避難安全にも関係する。 

 このように耐火設計は火災安全設計の基盤とも言えるので、基盤の確りした体系の構築が必要である。

現在、建築基準法の施行令第 107 条にしろ、耐火性能検証法にしろ、耐火設計に不可欠な基盤になって

いるのは主要構造部の耐火試験データである。今後耐火設計をどう発展させて行くべきかは関係者の間

で大いに議論すべきことであるが、耐火設計が現在のようになった歴史について知っておくことは、望ま

しい形の耐火性能検証法を構築して行く上で参考になると考えられる。 

1.1. 米国の大火 

 米国はかつては都市大火が頻発する国であった。特に有名なものを幾つか挙げて見るだけでもニュー

ヨーク大火(1835)、シカゴ大火(1871)、ボストン大火(1872)、ボルチモア大火(1904)などが起っている。

多くの不燃建築物もこれらの大火に巻き込まれて無残に破壊され被災跡に残る焼けビルとなった。 

この頃、米国では多くの保険会社が火災保険を引き受けていたが、あまりにも大火が頻発することから

多くの保険会社が倒産することになった。そこで建物の質を上げない限り、保険業務の運営は不可能だと

して、ニューヨークの保険業者が共同で作り始めた建築基準（Building Code Recommended by National 

Board of Fire Underwriters） が後に米国のモデル建築コード(National Building Code)の基となった。

この 1900年の初頭ころは、NFPA（National Fire Protection Association）もモデル建築コードを作成

するなど、米国で建築基準の作成活動が盛んに行われた時期であった。 

ASTM（American Society for Testing and Materials）が、耐火試験法の開発に乗り出したのは、この

建築基準作成の動きと関係している。 

 

図 1.1 ボルチモア火災(1904)4) 

1.2. Ingberg（NBS）の実大火災実験と ASTMの耐火試験温度 

ASTMは 1905年、標準耐火試験法を開発するための委員会を組織した。これは主として床構造の耐火

試験を行う目的だったようである。当時の不燃建物はヨーロッパと同様に、壁は石造やレンガ造であって

も床は木造や鉄骨造が多かったのではないかと思われる。 

なお、試験法はガス炉が使って部材を加熱するものだったので、加熱温度は現在の耐火試験の加熱温度

曲線と類似であったが、実際の建物火災の温度との関係は不明であった。そのため、実際の火災における

評価法として妥当か否かについて多くの議論があった。この段階では、実火災との関係は不明であるが、

どのような部材の耐火性が高いかどうかについて、ランキングすることは可能だろうとの意見に押され

て採用されたようである。 

一方、1914 年、NBS (National Bureau of Standards)において Simon H. Ingberg(Chief, Fire 

Resistance Section, U.S. Bureau of Standards) を長として火災研究が始められるようになった。

Ingbergは実大の建築物の火災実験に情熱に注いだ人である。彼は、事務所、住宅、資料室などを想定し、

異なる可燃物を設定して多くの火災実験を行い、火災温度を測定したが、その情熱は NBS退職後も衰え
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ず、自宅のガレージを使って火災実験を続けたと言われている。 

下図 1.2は彼が実施した多くの実大火災における可燃物の設置の例である。 

 

図 1.2 Ingbergの実大火災実験における可燃物のレイアウト（左：事務室、右：資料室）2) 

 下図のグラフで ASTM の記号は Ingberg が ASTM の標準耐火試験法作成のために選定して渡した測

定データと言われる。90 分までのデータであるが、温度の時間履歴は標準耐火試験温度とは大きな差が

ある。ASTM の温度曲線はそれぞれの火災条件での温度のピークをカバーするように連ねたものかも知

れない。 

唯一、例外としてNO.8の資料室だけは ASTMの耐火試験温度に近いが、図 1.2（右）の可燃物レイア

ウトを見ても、図 1.3 のように火災が初期から急速に拡大するためには余程特殊な着火条件を設定しな

ければ不可能なように感じられる。 

 

図 1.3 ASTMの標準耐火試験温度（E119）の元になった Ingbergのデータ 9) 

1.3. 耐火試験の導入と世界的広がり 

ASTMは 1900年代初頭に、耐火試験の温度・時間曲線 E119を作成したが、欧州では同時期に英国の

BFPC（the British Fire Prevention Committee）が 1903年、幾分同様な耐火試験法の提案を行ってい

るようである。ただ、英国なりの必要が有ったのか、米国との研究交流の結果なのかは不明である。 

E119に倣った耐火試験法は第 II次世界大戦の後、欧州を中心とする各国に急速に広まっていった。こ

れらは単に新規な技術に知的好奇心を刺激されたからという理由ではなく、戦後復興のための建築技術

開発の一環であったと考えられる。大戦によって夥しい建築物が失われた欧州各国は、戦後復興における

建設に、従来の伝統的工法でのんびりと時間を掛けていることは出来ず、住宅を始めとする大量の建築物

を安価に短期間で生産する必要があった。このため大戦後には、我が国の建設省建築研究所と似たよう

な、建設技術開発を目的とする研究所が多くの国に設立され、建築物の耐火性の研究もこれらの研究所で

実施された。 
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急いで成果を出すためには先行する米国の方法を参考にするのが効率的である。下図は各国の標準耐

火試験温度であるが、概していえばこれらの国々の温度・時間曲線に大差はない。微妙に異なっている

国々があるのは、耐火炉の炉材の種類や厚さなどの仕様が幾分異なっているのか、あるいは、それぞれの

国で研究の結果を考慮して独自の変更が加えられたのか、どちらかであろう。 

 

図 1.4 各国の標準耐火試験温度・時間曲線 5) 

各国の標準耐火試験・温度曲線は ASTM E119 と同じく、加熱時間が 8 時間までと言う非常に長い時

間まで定められていることである。 

実は ASTMは耐火温度・時間曲線は作成したが、耐火時間の基準、すなわち建築部材が耐火試験での

加熱に何時間耐える必要があるかのクライテリアは決めなかった。一方、Ingbergは火災の厳しさ（Fire 

severity）は火災荷重に比例すると考えており、下表のように 7.5時間までの火災荷重密度との関係を示

していた。この火災荷重密度は積載火災荷重だけ考えれば非常に大きな値であるが、固定火災荷重も含め

た値とすれば妥当な値だったのかも知れない。 

あるいは、Ingbergに時代の建築物の床が木材等で構成され、火災で燃え抜け易かったとすれば、上階

の積載火災荷重が出火区画に落下することによって長時間火災が継続するということも実際に在って、

そのような火災経験が反映されたのかも知れない。 

表 1.1 Ingbergの火災荷重密度と等価火災継続時間 9) 

 

1.4. 日本における耐火設計の経緯 

日本は、都市を木造建物で造って来たこともあって、昔から頻繁に市街地大火による膨大な被害に悩

まされてきた国である。明治時代になって、西洋に倣った不燃建築の建設を進めてきたが、東京の丸の

内、銀座界隈をはじめ不燃化が進んだ地域であっても、関東大震災では多くの不燃建築が延焼を受けて

焼け落ちている。 
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第 II次世界大戦における空襲では、欧州各国も甚大な火災被害を受けた国であるが、最大の被害を受

けたのは日本である。被害は全国主要都市の殆どに及んだが、関東大震災から復興して間もない東京も

再び焼け野原となってしまった。 

日本の耐火研究はこの空襲の焼け跡に残った焼けビルの再利用可能性の診断が目的であったと聞いて

いるが、そのためには先ず建築物における区画火災の性状を明らかにすることが必要であった。 

この研究は、戦地から復員してきた川越邦雄を中心として、関根孝など建築研究所のメンバーによっ

て実施され多くの成果をあげた。特に川越・関根による区画火災における可燃物の質量燃焼速度と換気

因子の関係の発見は、画期的の成果であり、区画火災の発熱速度や継続時間の予測を可能にし、世界の

火災研究に非常に大きな転機をもたらした。 

この川越・関根の研究が BRI Research Paper No.27 に発表されたのは 1958年であるが、これ以後各

国で関係する多くの研究が行われている。下図はその１例に過ぎないが、火災荷重と開口の大きさ変え

た場合の火災継続時間と区画火災温度の関係について調べた実験結果である。なお図中の 60(1/2)などの

記号は、可燃物密度=60kg/m2（開口面積/側壁面積=1/2）のように読む。 

開口が小さい方が火災継続時間が長くなるのは、燃焼速度が開口因子に比例するとする川越・関根の

結果に一致する傾向である。ただし、図は文献 5.からの引用であり、温度も同時に高くなる理由につい

ては基の論文を調べていないので不明である。 

 
図 1.5 火災荷重道度および開口面積と火災温度および火災継続時間 8) 

 

まとめ 

 歴史的に見れば、建築物の耐火性の評価の必要性は、いずれの国でも市街地火災との関連で起きたも

のと言えるであろう。しかし市街地火災は着火源であって、建築物を破壊するエネルギー源は建物内部

の火災荷重であろう。 

 耐火試験の標準加熱温度は耐火炉の温度上昇特性を反映したものであって、実際の建築物の火災性状

に基づいてはいない。その点を十分認識した上で、実務的に上手く利用する工夫が必要と考えられる。 
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